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インフラサービスは，最も基本的なニーズを充足することから，貿易や技術に関わる
非常に野心的な事業を可能にすることにいたるまで，私たちの厚生と開発を支えてい
る．信頼性の高い上水，下水，エネルギー，交通および電気通信は，人々の生活の質を
向上させ，維持するために不可欠であると普遍的に考えられている．

しかし，特に低・中所得国では，数百万人が信頼性の低い電力網，不十分な上下水道，
および混雑した交通網による影響を受けている．洪水，嵐から地震，地滑りにいたるま
で，自然災害はこうした脆弱なシステムが直面している問題をさらに拡大する．

本報告書「ライフライン：強靱なインフラ構築がもたらす機会（仮訳）」では，自然災害
の間およびその後に機能し，利用者のニーズに応えるために必要とされるインフラの
強靭性を理解するための枠組みが示されている．また，インフラの強靱化について経
済的な事例が紹介されている．

本報告書では，広範な事例研究，世界規模の実証分析，およびモデルによる試算に基
づいて，自然災害がインフラに及ぼす影響が試算されている．修理費用のみならず，家
庭からサプライチェーンにいたるまでの利用者への影響も対象となっている．また，イ
ンフラの設備，システム，利用者が自然災害に対してより強靭で，より適切に対応でき
るようにするための利用可能な選択肢を検証している．これらの選択肢の費用と便益
を評価することで，特に低・中所得国でのインフラの強靱性向上に対する投資の経済
的価値が示されている．

本報告書では，インフラの強靱性向上にとっての5つの障壁を特定し，基礎的なシステ
ムとサービスの質と適切性を改善することで，社会の強靭性が向上し，さらに繁栄さ
せるために，政府，関係者および国際社会が実践可能な具体的な提言と行動が提示
されている．
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序文  

強靱なインフラは人々に関わる課題である．保健医

療，教育，生活を向上させる上で，インフラはライフラ

インの役割を果たしており，家庭およびコミュニティに

関わる問題と言えよう．インフラは，人々の厚生，経済

的繁栄，および生活の質に影響を及ぼす．

強靱なインフラとは，増大する洪水に対応できる橋，

地震に持ちこたえることができる水道管，激化するハリ

ケーンに耐えることができる電柱などが挙げられる．ま

た，災害時でも，人々が通勤できず失業するのを防ぎ，

緊急医療サービスの提供を可能とし，子供たちが安全に

通学できるよう，対策を講じることでもある．

途上国では，インフラの途絶が日常的な問題となっ

ている．インフラの途絶は，企業活動，雇用創出，およ

び経済成長を阻害する．人口が急増し，気候変動により

自然災害が増加および激化する中，インフラの適応と強

靱化への投資は喫緊の優先課題である．

インフラ途絶が低・中所得国の家庭および企業に及

ぼすコストは年間 3,900 億ドルを上回り，家庭，企業，

およびコミュニティに与える間接的な影響は甚大である．

通常，インフラ途絶の原因として，不十分な保守，不適

切な管理，および気候変動の影響による自然災害の増

加が挙げられる．

しかし，世界中で，インフラの強靱化と経済基盤の

強化に貢献する投資事例が増えているのは朗報と言えよ

う．

本報告書では，初めて低・中所得国におけるインフ

ラ途絶のコスト，およびインフラ強靱化への投資の経済

的便益が評価された．本報告書では，電力，上下水道，

交通，電気通信の基礎的な 4 分野のインフラに関して検

証を行っている．また，自然災害の発生時，および発生

後の利用者のニーズに応え，機能するために必要なイン

フラシステムを理解するための枠組みが示された．

これらのインフラの強靱化に要する追加費用は投資

ニーズ総額の 3% にすぎないことが判明した．インフラ

の途絶が減少し，経済的影響が軽減されることで，途上

国におけるインフラの強靱性向上への投資の耐用年数

期間で計算した純利益は 4 兆 2,000 億ドルとなる．強靱

化への 1 ドルの投資が 4ドルの便益を生み出す．

本報告書では，提言が幅広くかつ明確に示されると

ともに，この 4 兆 2,000 億ドルの機会を創出する方法が

提示されている．また，報告書では，単に投資額を増

やすというよりも，効率的な投資に重点が置かれている．

規制・計画策定に対する投資，プロジェクト設計の初期

段階での投資，および保守への投資が重要であることが，

インフラ投資家，政府，開発銀行，および民間セクター

に向けたメッセージとなっている．これらに対する投資

の便益が，災害発生後の修復・復興費用を大きく上回

る可能性がある．
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vii 序文

時間は一刻も無駄にできない．気候が急速に変動し，

多くの国でインフラに対する大型投資が行われている

中，向こう 10 年間にわたり従来通りの投資を続けてい

れば，追加費用は 1 兆ドルを超える．しかしながら，今

私たちが正しい選択をすることで，持続可能で強靱な経

済開発を促進する重要なインフラサービス，すなわちラ

イフラインを提供することも，決して不可能ではないの

である．

クリスタリナ・ゲオルギエヴァ

世界銀行最高経営責任者
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概要  

インフラサービスは，最も基本的なニーズを充足することから，貿易や技術に関わる非常に野心的な事業を可能にす

ることにいたるまで，私たちの厚生と開発を支えている．信頼性の高い上水，下水，エネルギー，交通および電

気通信は，人々の生活の質を向上させるために不可欠であると普遍的に考えられている．基礎的なインフラサービスへ

のアクセスは，企業ひいては経済全体の生産性の中心的な要素でもあり，経済発展の重要な要因となっている．そして，

近年の急速な気候変動と激化する自然災害の中にあって，インフラシステムは強靭で信頼性の高いサービスを供給しな

ければならないという圧力にさらされている．

ある推計によると，世界の低・中所得国の政府は，

毎年約 1 兆ドル（国内総生産（GDP）の 3.4 ～ 5%）を

インフラに投資している（Fay et al. 2019）1．このような

投資にも関わらず，インフラサービスの質と適切性は国

によって大きく異なる．特に低・中所得国内の急速に成

長している都市では，数百万人が質の低いインフラによ

る影響を受けており，多くの場合大きな損失を被ってい

る．資金不足や不十分な保守などによって，信頼性の低

い電力網，不適切な上下水道，および混雑した交通網

となってしまっている．

自然災害は，既に過密で脆弱なシステムが直面して

いる問題をさらに拡大する．例えば都市部における洪水

は，アンマン，ブエノスアイレス，ダルエスサラーム，ジャ

カルタ，ムンバイなど，世界各地の都市で現実的な問

題となっている．都市部の洪水は貧弱な排水システムに

よってさらに悪化することが多く，交通網や電力網の途

絶を頻繁に引き起こし，ひいては通信およびその他の基

礎的なサービスにも影響を及ぼす．さらに，災害に強い

下水道がないために，洪水が水媒介性の感染症の拡大

をもたらしている．

より甚大な自然災害によるショックを考慮すると，イン

フラサービスの供給途絶は特に深刻な問題である．例え

ば1995年の阪神・淡路大震災で起きたように，地震によっ

て港湾インフラは途絶し，地域経済は鈍化する．2017 年

にプエルトリコで起きたように，ハリケーンによって送配

電システムが全滅し，数カ月間にわたり住民が電気を使

えなくなることがある．これらの例では，災害による直接

的な被害を受けていない多くの人々が，インフラの途絶

により影響を受けている．

本報告書「ライフライン：強靱なインフラ構築がもたら

す機会（仮訳）」では，電力，上下水道，交通，電気通

信の 4 つの必要不可欠なインフラシステムの強靱性につ

いて考察している．こうしたシステムはすべて，家庭の

厚生と企業の生産性に不可欠なサービスを提供している

が，ある地域への小さなショックであってもその影響が素

早く伝播する複雑なネットワークの中で構築されているた

め，自然災害に対して特に脆弱である．これらのシステ

ムの強靱性を高める，すなわち，自然災害の発生時と発

生後における人々や企業へのサービス提供能力を高める

ことは，復旧に費用のかかる大きな損害を回避するだけ

 1
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でなく，人々の生計および厚生に対する自然災害の様々

な影響を最小限に抑えるために不可欠である．

本報告書では，広範な事例研究，世界規模の実証分

析，およびモデルによる試算に基づいて，3 つの主要な

メッセージを導き出している．

• 強靱なインフラの欠如は，人々と企業に損失を与える．

自然災害は発電および交通インフラに直接的な被害

をもたらし，低・中所得国ではその被害額は年間約

180 億ドルに上る．こうした被害は公共予算を圧迫し，

民間投資を呼び込むためのこれらセクターの魅力を

減少させている．また，自然災害はインフラ設備そ

のものに損害を与えるだけでなく，インフラサービス

を中断させ，企業や人々に非常に大きな影響を及ぼ

す．インフラの途絶は全体として，低・中所得国の

家庭と企業に，年間 3,910 億～ 6,470 億ドルの費用

負担を強いている．インフラ途絶の原因は，不十分

な保守，不適切な管理，資金の不足など多岐にわた

る．しかし事例研究によると，セクターや地域により

異なるものの，途絶の 10 ～ 70% が自然災害を原因

とするものであると考えられる．

• インフラの強靱性向上に対する投資は健全で収益性が高

く，緊急を要する．低・中所得国では，電力，上下水道，

交通，電気通信セクターにおけるより強靱な設備設

計のために，2030 年までに年間 110 億～ 650 億ド

ルが必要となる．これは投資ニーズ全体から見ると

約 3% の費用増に相当する．この費用を削減するこ

とは，設備だけでなくサービスも考慮に入れるととも

に，利用者（家庭やサプライチェーン）によるイン

フラサービスの供給途絶に対する対処能力を改善す

ることによって可能である．本報告は，インフラの強

靱性向上に対する 1 ドルの投資が，将来的に可能性

のある社会経済および気候を想定した数千のシナリ

オのうち，96% のケースにおいて利益をもたらすこ

とを見出している．平均的なシナリオでは，1 ドルの

投資が 4 ドルの利益を生み出し，低・中所得国にお

けるインフラの強靱性向上への投資の純利益は 4 兆

2,000 億ドルに上る．気候変動は強靱性に対する行

動の必要性と誘引性をさらに高め，強靱性向上によ

る純利益を平均で倍増させる．また現在，低・中所

得国においてインフラへの大型投資が行われている

ため，もし 10 年間強靭性向上のための投資をしな

かった場合には，その損失は中央値で 1 兆ドルとな

る．

• 優れたインフラ管理は強靱なインフラに必要な基盤であ

るが，さらに的を絞った行動も必要である．残念ながら，

インフラシステムの強靱性を確保するための単一か

つ万能な施策は存在せず，一連の連携した施策が必

要となる．まず，各国が各自の設備に対する適切な

計画，運用および保守という基本を正しく実行するこ

とを提言する．これにより強靱性を高め，費用を削

減できる．ただし，インフラの強靱性を確保するた

めには優れた設計と管理だけでは十分ではなく，特

にまれに発生する甚大な災害や気候変動など長期的

な傾向に対しては不十分である．本報告書ではこう

した問題に対処するために，さらに 4 つの提言を行っ

ている．提言の内容は，インフラの強靱性に対する

組織的な権限および戦略を定義する，インフラセク

ターや利用者およびサプライチェーンに対する規制

やインセンティブ制度に強靱性を取り入れる，データ

やツールおよびスキルを利用することでよりよい意思

決定を行う，特にリスクを考慮したマスタープランや

インフラ設備設計および準備のために適切な資金を

提供する，の 4 つである．こうした問題に対する行

動は非常に費用対効果が高く，変革をもたらす可能

性があるにもかかわらず，多くの貧困国では資金調

達が困難であるため，国際社会が優先して支援する

ことになる．
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インフラの途絶は人々と経済に悪影響を
及ぼす

本報告書の作成にあたってはまず，インフラの途絶

が人や企業に与える影響について，発生原因に関係な

く詳細な調査を実施した．インフラの途絶の頻度は一般

に経済発展のレベルと密接に関係している．図 0.1 に，

経済発展のレベルの代替変数として 1 人当たり GDP と，

世界銀行の企業調査から得られた電気と水の供給停止

期間の関係を示した．供給途絶は，企業の生産性への

影響を通じて間接的に，また家庭の消費と厚生への影

響を通じて直接的に人々の負担となる．

図0.1　貧困国において不適切なインフラによる被害が最も深刻

出所：Rentschler, Kornejew, et al. 2019. 世界銀行グループの「Enterprise Surveys」に基づく．
注： 図 a および b は 137 カ国の入手可能な最新の調査データで，すべてが 2009 年以降のものである．図 a は，月間停電数が 30 件以

下の国のみを示している．8 カ国（これら 8 カ国の 1 人当たりの GDP は 9,000 ドル未満）の月間停電数は 30 ～ 95 件であった．
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インフラの途絶により，企業には年間3,000億
ドル以上の費用が発生

信頼性の低いインフラシステムは，さまざまなインパ

クトにより企業に影響を及ぼす（表 0.1）．最も分かりや

すいのは直接的なインパクトである．機械の冷却を水に

頼っている企業は，断水期間中には生産も停止せざるを

得ない．電気コンロを使用しているレストランは電気が

なければ調理することができない．供給途絶により，生

産能力が活用できず，企業の売上が減少し，商品の供

給と流通が遅延する．また企業にとって，バックアップ

用の発電設備や貯水設備を整えるなど，信頼性の低い

インフラに対処するための費用も発生する．他方，イン

フラ途絶による間接的な影響はそれほどすぐには現れ

ない．間接的な影響には，企業の長期的な投資と戦略

的意思決定，および産業の構造，競争環境，イノベー

ションに対する影響が含まれるためである．これらの直

接的な影響と間接的な影響が，経済の富を生み出す能

力とその国際的な競争力に影響する（詳細については，

Braese, Rentschler, and Hallegatte 2019 を参照）．

約 14 万 3,000 社の企業のミクロデータを使用するこ

とにより，世界の人口の 78% を占める 137 カ国の低・

中所得国におけるインフラ断絶による企業の金銭的費用

を推計することが可能である（地図 0.1）2．これらのデー

タを利用することで，企業の実際の生産量と利用可能な
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すべての資源を使用して達成可能な最大生産量とを比較

することで，インフラ途絶が企業の稼働率に及ぼす影響

を評価することができる．稼働率は企業業績を表す一つ

の指標である．

このデータによると，電気，水，交通の供給途絶に

よる損失は年間 1,515 億ドルに上る（残念ながら，デー

タが不足しているため電気通信の影響の推計はできな

かった）．さらに，停電による売上損失は年間 820 億ドル，

自家発電による追加費用は年間 650 億ドルであった．こ

れらの数値は信頼性の低いインフラの重要な問題を明ら

かにしているが，この分析ではすべての国やすべてのタ

イプの影響を対象としていないため，インフラ途絶に伴

う世界規模の費用の下限を示しているに過ぎない．

インフラの途絶による人々への直接的な影響
は，少なくとも年間900億ドルに相当

信頼性の低いインフラサービスは家庭の厚生に悪影

響を及ぼす．頻繁な停電によって，家庭が生産活動，学

習，レクリエーションを行うことが制限される（Lenz et 

al. 2017）．南アジアでは Zhang（2019）が，長期間の

停電は 1 人当たりの所得および女性の労働参加の両方

の減少に関連があることを見出した．その理由はおそら

く，電気を使えないことにより家事にかかる時間が増え

るためだと思われる（図 0.2）．また複数の研究により，

断水と健康の間に一貫して強い関連があることが分かっ

ている．コンゴ民主共和国では，1 日の断水後のコレラ

発生可能性は，適切な水供給後と比較して 155% 増加し

ていた（Jeandron et al. 2015）．

インフラの途絶は家庭に多くの影響を及ぼすため，

世界規模の費用の推計は困難である（表 0.2）．しか

し，この分析では，停電と断水を防ぐために家庭がいく

ら支払ってもいいと考えているかに関する調査に基づい

て，停電と断水の影響の下限と上限を推計した（詳細は

Obolensky et al. 2019 を参照）．低・中所得国における

停電の影響の推計値は 1 年当たりGDP の 0.002 ～ 0.15%

で，これは 23 億～ 1,900 億ドルに相当する 3．断水の

影響の推計値は 1 年当たり GDP の 0.11 ～ 0.19% で，

これは 880 億～ 1,530 億ドルに相当する．不安定な上

表 0.1　インフラサービスの供給途絶が企業に及ぼす多様な影響

セクター 直接的な影響 対応に必要な費用 間接的な影響

電力 •	 稼働率の低下
（年間380億ドル）
•	 売上減少（年間820億ドル）

•	 発電機への投資（年間60億ドル）
•	 発電機稼働コスト（年間590億ドル）

•	 市場参入に対する高い障壁およ
び投資の減少
•	 小規模な新規企業の不在による
競争およびイノベーションの低下

•	 労働集約型生産への偏向

•	 サービス・商品をオンデマンドで
提供できない

•	 国際的な市場での競争力不足

水 •	 稼働率の低下
（年間60億ドル）
•	 売上減少

•	 代替水源への投資（貯水池，井戸）

交通 •	 稼働率の低下
（年間1,070億ドル）
•	 売上減少
•	 供給および配送の遅れ

•	 在庫の増加
•	 高コストな立地の選択（顧客，港湾に
近接など）

電気通信 •	 稼働率の低下
•	 売上減少

•	 高速インターネットに近い高コストな
立地の選択

出所：Rentschler, Kornejew, et al. 2019.
注：太字は本章で示された独自の推計に基づいた影響を表す．低・中所得国が対象．
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地図0.1　信頼性の低いインフラによる損失が最も大きい地域はアフリカと南アジア

a.	電気，水および交通のインフラ途絶による各国の稼働率低下の平均値

出所：Rentschler, Kornejew, et al. 2019．

b.	企業がバックアップ用発電設備に費やす追加コストの対 GDP比（初期投資および追加稼働コストを含む）
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表 0.2		インフラサービスの供給途絶が家庭に及ぼす多様な影響	

セクター 直接的な影響 対応に必要な費用 間接的および健康への影響

電力 •	厚生の低下
•	家内企業の生産性低下

•	発電機への投資
•	発電機の稼働コスト

•	死亡率および疾病率の上昇（健康管理，および熱波・
寒波の際のエアコンへのアクセス不足）	

•	下痢，コレラなどの疾病の発症率上昇	

医療費および逸失所得：年間30億～60億ドル

•	大気汚染および健康への影響
•	職場，市場，サービスへのアクセスの制限
•	職場近くに居住を強いられる（劣悪な環境の土地の
可能性が高い）

•	緊急サービスを利用不可

停電防止に対して支払ってもよい金額：年間23億～1,900億ドル

水 •	厚生の低下および時間損失 •		代替水源への投資（貯水池，井
戸，水筒）

断水防止に対して支払ってもよい金額：年間880億～1,530億ドル

交通 •	渋滞の悪化および時間損失
•	燃料費の増加

•	代替輸送手段の高コスト化

電気通信 •	厚生の低下

注：太字は本章で示された独自の推計に基づいた影響を表す．低・中所得国が対象．

図0.2　バングラデシュ，インドおよびパキスタンでは，電力へのアクセスのみよりも信頼性の高い電力
へのアクセスが，所得および社会的成果に好影響

出所：Zhang 2019.
注：推計値は，バングラデシュ，インドおよびパキスタンの家計調査に基づく．
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水の供給により発生する水媒介性の感染症は，1 年当た

り 30 億～ 60 億ドルの医療費の増大と，所得の損失を

もたらすと推計される．ただし，手法や背景が異なるた

め，これらの推計値は非常に大きな幅をもっている．な

お，交通および電気通信における同様の評価は，デー

タが限られているためにできなかった． 

自然災害ショックはインフラ途絶の主な原因
のひとつ

総計すると，データが入手可能な低・中所得国にお

いて定量化が可能なタイプのインフラの途絶の費用は

3,910 億～ 6,470 億ドルである．これらの推計は完全で

はないが，低・中所得国において信頼性の低いインフ

ラが人々に相当な費用負担を課していることが認められ

る．だが，こうしたインフラ途絶において自然災害はど

のような原因となっているのだろうか？この質問に全世

界の全セクターを網羅する形で回答することは不可能だ

が，多くの事例研究において自然災害がインフラの途絶

の原因となっていることが示されている．

電力セクターにおいては， 図 0.3 に示すとおり，自然

災害，特に暴風雨が停電の主な原因である．ベルギー，

クロアチア，ポルトガル，スロベニア，アメリカでは，

全停電の 50% 以上の原因となっている．対照的に，バ

ングラデシュでは自然災害による停電の割合が他より少

ない．これは電力システムの強靱性が高いからではな

く，システム障害や自然以外の要因が頻繁に発生し，利

用者は日常的に停電の被害にあっているからである．た

だし，自然災害を原因とする停電は他の停電と比べて期

間が長く，対象地域も広い傾向にあるため，この図では

原因としての自然災害が過小評価されている．ヨーロッ

パでは 2010 ～ 2017 年，自然災害を起因とする停電は

平均 409 分間に及び，自然災害以外による停電のほぼ

4 倍となっている．またバングラデシュでは 2007 年，サ

イクロン「シドル」が国内史上最大の停電を引き起こし

た．26 カ所の発電所すべてが故障して，停止し，最長

で 1 週間電気を供給できず，17 億ドルの被害と損失が

発生した（Rentschler, Obolensky, and Kornejew 2019）．

図0.3　自然災害が停電の主な要因

出所：Rentschler, Obolensky, and Kornejew 2019.
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低・中所得国の多くでは自然災害は停電の原因のほ

んの一部だが，だからといって強靱性が問題となっては

いないわけではない．実際，豊かな国々よりも貧しい国々

の方が電力システムは自然災害に対して脆弱であり，自

然災害が多くの停電の原因となり得る．電力セクターで

は，設備の老朽化，保守の不足，電力網の急速な拡大，

発電容量の不足が，全般的なサービスの信頼性を低下

させている原因であるが，これらは同時に自然ショック

に対する脆弱性を増大させてもいる．例を挙げると，同

じ強度の暴風雨でも，バングラデシュではアメリカよりも

停電が発生する可能性が高くなっている（図 0.4）．平均

風速が時速 35 km を超える日には，バングラデシュの電

気利用者はアメリカの利用者に比べて停電を被る可能性

が 11 倍も高い．この脆弱性の結果，2013 年にバング

ラデシュのチッタゴンの電力利用者は暴雨風のみを原因

所要時間の増加（%）
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図0.5　カンパラにおける洪水により医療施設へのアクセスが大幅に制限

出所：Rentschler, Braese, et al. 2019.
注： 図 a において，縦線は「ゴールデンアワー（深刻な病気・ケガが起きたときに，生存の可能性が高い初期治療までの時間）」を表し，

救急車による現地と病院との往復を想定．曲線は全区域からの所要時間の分布の発生密度を表す．図 b において，「10 年に一度
の洪水」は平均 10 年ごとに発生する大洪水を指す．

a.　カンパラ市内から医療施設への所要時間 b.　10 年に一度の洪水時に，カンパラ市内から医療施設への	
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図0.4　バングラデシュの電力網はアメリカよりも強風に対して格
段に脆弱

出所：Rentschler, Obolensky, and Kornejew 2019.
注： 記録された日時の風速に対して異なる閾値を使用して，強風の日を定義．風速に

はグローバル ERA5 気候再解析モデルのデータを使用．現地の最大風速を低く
見積もられる傾向あり．
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とした停電を約 16 回経験した．この回数は発生した停

電全体のわずか 4% に過ぎないが，それでもニューヨー

クの利用者が経験する平均停電回数の 15 倍以上となっ

ている．

交通セクターでは，先進国も途上国も同様に，洪水や

その他の災害が交通を混乱させ，渋滞を引き起こし，人々

や企業が被害を受けている．本報告書のために実施さ

れた分析によると，ウガンダのカンパラでは洪水が都市

交通に影響を及ぼし，その結果医療施設へのアクセスが

減少している（Rentschler, Braese, et al. 2019）（図 0.5）．

道路網の分析では，カンパラ内のほぼすべての場所か

ら病院までの車による平均移動時間は 30 分以内と推計

されている．しかし，10 年に一度の大洪水が起きると，

道路網の寸断により移動時間が大幅に増加して，カンパ

ラの住民の約 3 分の 1 は「ゴールデンアワー」（深刻な

病気・ケガが起きたときに生存の可能性が高い初期治

療までの時間の目安）内に医療施設に到着することがで

きない可能性がある．

こうした洪水に関連する交通の混乱により，企業に

は費用負担が生じる．同様の道路網分析によって，企業

間の接続性および地域のサプライチェーンに対する洪水

の影響を示すため，約 400 社の企業間の移動時間を推

計した．カンパラでは，10 年に一度の大洪水によって，

企業間の平均移動時間は 54% も増加する．4 分の 1 を

超える企業は平均移動時間が 100 ～ 350% 増加し，相

当数の企業がより深刻な影響を受けている．道路が洪水

に見舞われると，人々は職場にたどり着くことができず，

企業は部材の供給を受けられず，配送もできず，売上を

失う．

水道セクターでは，設備に対する物理的な損害がない

場合でも，設備とサービスは自然災害の影響を受ける．

ペルーのリマでは 2017 年 3 月，深刻な地滑りが発生し，

市内の川が泥で埋まり，4 日間にわたり断水が発生した．

主要な水処理施設は洪水による濁りを処理しきれず，運

転を停止せざるを得なかったからだ（Stip et al. 2019）．

電気通信セクターでは，2006 年 12 月に台湾，中国と

ルソン海峡で発生した恒春地震が，国際通信網が依存

する海底ケーブルシステムを途絶させた非常に深刻な事

例の 1 つである．海底での地滑りによって，7 つのケー

ブルシステムの 19 カ所が損傷し，修復に 49 日間を要

した．その間，被害を免れたインフラを使用して通信を

迅速に迂回させたが，その回線に負荷がかかったこと

で，サービス品質の低下と遅延が生じた．そのため，こ

の地域のインターネット接続は深刻な影響を受け，金融

サービス，航空および海運産業は甚大な被害を受けた

（Sandhu and Raja 2019）．

自然災害によるインフラ途絶が企業や家庭に多大な

負担をかけることは間違いないが，詳細な評価を提供す

るためには地域ごとの分析が必要である．こうした評価

に助力するために，ある調査手法が開発され，タンザ

ニアにおける国内の企業 800 社を対象として試験的に

実施された．この調査によると，タンザニアの企業は停

電，断水および交通の途絶により，年間 6 億 6,800 万ド

ルの機会損失を被っており，これは国内 GDP の 1.8% に

相当する（図 0.6）．電気だけで年間 2 億 1,600 万ドル

の損失が発生しており，そのうち 47% は雨や洪水に起

因する停電によるものである（1 億 100 万ドル，GDP の

0.3% に相当）．交通の途絶については，機会損失の約

46% が雨や洪水に起因する途絶によるものである（1 億

5,000万ドル，GDPの0.4%に相当）．ただしこの調査では，

断水の発生に雨や洪水が大きな影響を与えているかどう

かは分かっていない．

上述の供給途絶に加えて，自然災害はインフラ設備

に直接的な被害ももたらしている．こうした被害が公共

インフラ予算に負担をかけ，民間投資家に対するインフ

ラセクターの魅力を損なうことを踏まえると，被害は甚

図0.6　タンザニアの企業はインフラ供給途絶に
より多大な損失を被る

出所：Rentschler, Braese, et al. 2019.
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大である．本報告書のために実施した世界規模のリスク

評価によると，発電所および交通インフラは自然災害に

より年間平均 300 億ドル（それぞれ約 150 億ドル）の

損失を被っており，このうち約 180 億ドルは低・中所得

国における損失である（Koks et al. 2019; Nicolas et al. 

2019）．

これらの数値は，平均的にはもしくは世界規模では

概ね対応可能なものだが，甚大な災害が発生した場合

にはより大きな数字となる可能性がある．しかも，脆弱

国の一部ではその損失額が大きすぎて，インフラサービ

スを全国民に提供することができない．

自然災害の深刻度は通常，災害が引き起こす資産の

損失によって測定される（ミュンヘン再保険 2019; スイ

ス再保険 2019）．しかし，特にインフラシステムが影響

を受けた場合には，直接的な資産の損失が経済活動や

生産量に与える二次的な影響が，災害の影響全体のほ

とんどを占めることが多い（Hallegatte, 2013; Hallegatte 

and Vogt-Schilb 2016）．例を挙げると，Rose, Oladosu, 

and Liao（2007）は，ロサンゼルスにおける 2 週間の

停電の総費用を 28 億ドル，すなわち 2 週間の経済活

動全体の 13% と推計している．Colon, Hallegatte, and 

Rozenberg（2019）はタンザニアにおいて，洪水による

交通の途絶のマクロ経済的影響は，途絶期間に対して

非線形的に増加することを発見した．4 週間の交通途絶

は，2 週間の途絶と比較して平均で 23 倍の費用を家庭

に強いる．災害リスクに対する投資および政策に適切な

情報を提供し，インフラの設計および運用に関する意思

決定に指針を提供するために，包括的なリスク評価にお

いては設備の損害だけではなく，こうした二次的影響を

考慮する必要がある．

より強靱なインフラ設備は採算が取れる
インフラの強靱性には 3 つのレベルがある（図 0.7）．

• インフラ設備の強靱性．最も狭義には，強靱なインフ

ラは外部からのショック，特に自然災害に耐えられる

道路，橋，移動通信用鉄塔，送電線などの設備を指す．

このレベルにおける強靱性の高いインフラの便益は，

設備のライフサイクル費用を抑えられることである．

• インフラサービスの強靱性．インフラシステムは相互

に接続されたネットワークであり，個々の設備の強靱

性は，必ずしもネットワークレベルで提供されるサー

ビスの強靱性にはつながらない．インフラには，強

靱性に対する体系的なアプローチが望ましい．この

レベルにおける強靱性の高いインフラの便益は，よ

り信頼性の高いサービスを提供できることである．

• インフラ利用者の強靱性．最終的に重要なのは利用者

の強靱性である．インフラの供給途絶は，人々やサ

プライチェーンを含む利用者がそれに対処できるか

どうかによって，壊滅的にも無害にもなりうる．この

レベルにおける強靱性の高いインフラの便益は，自

然災害が人や経済に与える影響全体を抑えられるこ

とである．

インフラの強靱性は，質の高いインフラを決定づけ

る多くの要因の 1 つである．ただし，インフラ投資の設

計と実施に強靱性を取り入れることは，自然災害のショッ

クの対処に役立つだけでなく，より一般的にインフラサー

ビスの費用対効果および質を向上させる．

図0.7　インフラの強靱性は様々なレベルで，重複しつつ，補完的
に検討されるべき

インフラ設備の強靱性
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復興することが可能
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リスクの高い地域により強靱なインフラ設備
を構築することは費用対効果が高い

インフラ設備の強靱性向上のための追加的な初期費

用は，その設備と災害のレベルに応じて，その建設費用

よりも低い場合から 2 倍に増える場合までさまざまであ

る．設備の強靱性を向上させるための方策には，代替

素材を使用する，より深く基盤を掘削する，設備をより

高い位置に設置する，設備周囲に洪水防止策を講じる，

バックアップ機能を追加するなどが含まれる．

これら技術的な方策の実施にかかる費用はどのくら

いになるだろうか？本報告書ではこの疑問に答えるため

に分析を行った．まず Rozenberg and Fay（2019）が，

低・中所得国が開発目標を達成するためにインフラに費

やすべき費用を推計した．次に，より強靱性を高めた形

でインフラシステムを設計・構築した場合（Miyamoto 

International 2019 で考察された技術オプションの 1 つ

を想定），この推計値がどのように変化するかを分析し

た．ただし，ここで対象とした方策は，自然災害によっ

て設備が損傷を受けないことを保証するものではなく，

またリスクを削減するために可能な限りのあらゆる選択

肢が含まれているわけではないことに留意されたい．日

本をはじめとする多くの先進国は，この分析で検討され

た方策を超えた，より費用のかかる技術的な方策を実施

している．

適切なデータ，リスクモデルおよび意思決定手法が

利用可能であれば，低・中所得国におけるインフラ設

備の強靱性構築に伴う費用増加分は概ねわずかである．

災害のリスクの高い設備の強靱性を向上させるだけな

ら，電気，上下水道および交通に対する投資ニーズは

年間 110 億～ 650 億ドル増加するのみである（図 0.8）．

決して少額ではないが，この増加額はインフラ投資ニー

ズ総額の 3% に過ぎず，低・中所得国の GDP の 0.1%

未満である．このため，現在各国が直面している資金面

の対応能力の問題に影響を及ぼすことはないだろう．

ただし，設備を強化してインフラの強靱性を向上さ

せることは，自然災害の空間分布に関する適切なデータ

が利用できる場合に限って可能である．災害のリスクの

高い地域についての情報がない場合，システム全体を

強化するために 1,200 億～ 6,700 億ドルと 10 倍の費用

がかかることになる．つまり，災害データの価値はその

情報を収集する費用に比べて桁違いに高いことを示して

いる．

高いリスクにさらされたインフラの自然災害に対する

強靱性を向上させるための投資の利益率はどれほどだろ

うか？インフラの強靱性向上にかかる費用や，家庭や企

業が修復とインフラ途絶を回避することによる便益の大

きさは場合によって変動するため，高リスクのインフラ

設備強化の便益対費用比率について推計を１つだけ示

すことは困難である．ただし，（モデルのパラメーターの

値を様々に想定した）3,000 ケースのシナリオを利用して，

インフラの強靱性向上の費用と便益を分析することは可

能である．

この分析によると，不確実性があるとは言え，インフ

ラの強靱性向上への投資は明らかに費用対効果が高く，

頑健な選択肢と言える．便益対費用比率は，シナリオの

96% のケースで 1 を超え，77% で 2 を，25% で 6 を超

えている（Hallegatte et al. 2019）．インフラ設備の耐用

年数期間で計算したこれらの投資の純現在価値は，75%

のケースで 2 兆ドルを超え，50% で 4.2 兆ドルを超えて

いる．さらに気候変動がインフラ設備強化の重要性を高

めている．気候変動がなければ，便益対費用比率の中

央値は 2 だが，気候変動を踏まえるとその 2 倍となる．

質の高いインフラに対する投資の緊急性も明らかと

なっている．低・中所得国においてインフラへの大型投

図0.8　インフラの強靱性のための将来の投資の費用増加額は，
支出計画に左右されるものの，すべてのケースで限定的

出所：Hallegatte et al. 2019.
注： 図は，2015 ～ 2030 年のインフラの強靱性を向上させるための年間費用増加額

を示している．同期間中にインフラにどの程度投資され，どのような技術が選
択されるのかなどによって，コストに幅が生じる．
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資が行われているため，強靱性の低い設備が急速に増

加しており，自然災害および気候変動によって課される

将来の費用も増加している．93% のケースで，インフラ

の強靭性向上を 2020 年から 2030 年へと遅らせることに

より費用が増加し，その中央値は 1 兆ドルとなる．

強靱なインフラ設備から強靱なインフラサー
ビスへ

設備の耐久性を高めることが，強靱性を構築する唯

一の選択肢ではない．分析をインフラ設備だけでなくイ

ンフラサービスまで拡大することでわかったのは，ネット

ワークおよびシステムのレベルで取り組むこと，つまり重

要性，冗長性，多様性，および追加の選択肢として自然

を活用した方策を考慮することで，強靱性向上の費用が

削減できることである．

インフラシステムの強靱性におけるネットワークの役

割を説明するために，本報告書のために実施された調

査では，交通網の強靱性を機能の損失額対設備の損失

額の比率として定義して定量化した（Rozenberg et al. 

2019b）．ベルギーやモロッコのように強靱性の高い道

路網は，設備（道路の一部分など）の多くを失ってもほ

とんどの機能を失わずに済むが，マダガスカルの道路

網のように冗長性がほとんどない脆弱な道路網は，わず

かな損傷でも機能しなくなる（図 0.9）．同様の手法は水

道システムの分析にも利用できる．典型的には，ネット

ワークのすべての要素を地図上に示し，その要素が途絶

する条件は何か，その途絶がどのような影響を及ぼすか，

およびその途絶がインフラサービスの供給にどのように

影響するかを検証する．

ネットワークにおいて非常に重要な設備を強化した

り，ネットワーク内のボトルネックとなっている部分に

おいてのみ冗長に設備を構築したりすることで，ネット

ワーク効果は限られた費用でサービスおよび利用者の強

靱性を強化する機会を創出している（Rozenberg et al. 

2019a）．例えば，送配電網は設備を冗長に構築するこ

とで強靱性を向上できることが多いが，これは必ずしも

ネットワークの主要な設備を 2 倍とか 3 倍にすることで

はない．通常，より効果的な方法は，送配電網内のさま

ざまな接続部分に複数の供給点を備えた，「環状」また

は網の目状のネットワークを構築することである．

多様化と分散化もサービスの強靱性向上の機会を提

供する．まったく異なる脆弱性（例えば，干ばつの影響

を受けやすい水力発電と，強風の影響を受けやすい太

陽光および風力発電）を組み合わせて発電に利用する

ことにより，システムが最低限のサービスレベルを維持

できる可能性が高まる．動力を使用しない方法や公共

交通機関を基盤とする多様な交通システムは，自家用車

図0.9	ベルギーとモロッコの交通システムは，マダガスカルよりも
はるかに深刻な交通の途絶による損失を吸収可能

出所：Rozenberg et al.，2019b.
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のみに依存するシステムよりも強靱性が高い．太陽光と

蓄電池を使用する分散型電力システムは電力網を強化し

強靱性を高める．ミニグリッドとマイクログリッドは長距

離の送電線に依存しないため，電力網に障害が発生し

たときに役立つバックアップを提供できる．ハリケーン・

サンディが発生した際，ニューヨーク市のコープ・シティ・

マイクログリッドは，主要な電力網から切り離され，広

範な電力網が停電中も利用者に電力を提供した（Strahl 

et al. 2016）．

また，グリーンインフラとグレーインフラを組み合

わせることにより，より安い費用でより強靱かつより持

続可能なインフラソリューションを提供することができ

る（Browder et al. 2019）．ニューヨーク市では上水の

90% を十分に保護された自然保護地域の流域から引い

ているため，アメリカの他の都市に比べて上水処理工程

が簡単である（National Research Council 2000）．Beck 

et al.（2018）によると，サンゴ礁がなければ，沿岸洪

水による世界の年間被害は 2 倍となる．キューバ，イン

ドネシア，マレーシア，メキシコおよびフィリピンがサ

ンゴ礁から最も恩恵を受けていると推計され，それぞれ

の国で年間 4 億ドル以上の節約となっている． コロンボ

では，湿地システムを保全することが，土地開発の制約

を考慮した上でも，市内の洪水を減らすための費用対

効果の高い解決策であることが判明した（Browder et al. 

2019）．

ただし，強靭性強化のためにできることには制約が

あるということも考慮する必要がある．起こり得るすべて

の災害に対処できるインフラ設備およびシステムを設計

することはできない．また，激甚災害の発生確率とその

規模は確実に予想できるものではない．よって，インフ

ラシステムは壊滅的な障害のリスクを最小限に抑えるた

めに，さまざまな災害に対するストレステストを行う必

要がある（Kalra et al. 2014）．このようなストレステスト

には次の 2 つの目的がある．（1）発生の可能性が非常

に低くても激甚な災害に対するインフラシステムの脆弱

性を軽減できる低コストの方法を見つける，（2）インフ

ラシステムの管理の観点（大規模な障害からの復旧方

法など）および利用者の支援の観点（病院への影響を

最小限に抑える方法など）からインフラ障害に備える．

障害時のシナリオを分析することは，緊急時対応計画を

策定する上で最初の最も重要なステップである．

最後に，インフラを構築しないことがインフラの

強 靱 性 確 保 の 最 善 策となる場 合もある．Nicholls et 

al.（2019）は，21 世紀には，暴風雨による高潮や海

面上昇に対する沿岸防護は，世界の海岸線の約 22 ～

32% に対してのみ経済的に意味があるとしている．した

がって，一部のコミュニティでは沿岸防護策として，徐々

に移転する，または低コストもしくは自然ベースの手法

を利用する必要があるかもしれない．これらのコミュニ

ティの多くは，防護のための費用が高すぎて金額的に見

合わない人口密度の低い地域に位置している．こうした

地域では，強靱性に対する最善の方法は新しいインフラ

を構築しないことである．ただしこの方法は，生計やコ

ミュニティの結びつきを維持しながら移転を進めていく

戦略を整合的に実施することによって補完していく必要

がある．
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強靱なインフラサービスから強靱な利用者お
よび経済へ

場合によっては，サービスの供給途絶を防ぐよりも，

サービスの供給途絶に対処する方が簡単で安価なことも

ある．本報告書では，インフラサービスの利用者の役割

と，利用者の行動がインフラシステムの強靱性向上にど

のように貢献できるかを考察している．

多くの場合，強靱性構築のための最初のオプション

は，効率性の改善によりインフラ需要を減らすことであ

る．人口の増加と水資源の不足拡大に直面した場合，

水道事業者は市内の水供給に対する圧力を軽減するた

めに需要管理を利用することができる．最近の事例とし

て，ケープタウンでは市内に水が供給できなくなる「ゼ

ロ・デイ」を迎えることを避けるために，思い切った対

策を講じる必要があった．市によって実施された需要管

理対策は大きな成功を収め，2015 年から 2018 年の間

に使用量は 40% 減少し，重大な社会経済危機の可能性

を防いだ．

利用者のニーズと使用量を理解することは，公益事

業者がどこに投資し，ネットワークのどの部分を強化す

るかをより的確に絞る上で役立つ．緊急事態の発生時

および発生後には，病院や洪水からの避難所につなが

る配電線は，国内の平均的な配電線よりも重要であろ

う．このような重要度が利用者およびサプライチェーン

によってどのように変化するかを分析するために，本報

告書のために実施された調査では，交通モデルとサプ

ライチェーンモデルを組み合わせてタンザニアの交通

網における重要度を検証した（Colon, Hallegatte, and 

Rozenberg 2019）．地図 0.2 は，2 種類のサプライチェー

ンについて，交通セクターにおける最も重要なインフラ

設備を示しているが，どちらのサプライチェーンを最も

脆弱または最も重要と見なすかによって，強靭性強化の

ための投資の優先順位が変わることを示している．例え

出所：Colon, Hallegatte, and Rozenberg 2019.
注： 道路を覆う線の幅は，該当する道路の 1 週間の交通網途絶により引き起こされる影響の大きさに比例している．影響の大きさは 1 日当たりの消費に対

する比率で測定され，高コストの輸送および商品不足による消費の損失を要因とする日常的ではない特別な支出を表す．図 a は家庭が消費する商品に
対する交通網途絶の影響を表す．図 b は国外の顧客に対する影響を表す．

地図0.2		タンザニアの交通網に対する投資の優先順位はサプライチェーンに依存する

a.	途絶が家庭の消費に及ぼす影響 b.	途絶が国外の顧客に及ぼす影響
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ば，ダルエスサラームの南約 200 km に位置する T7 沿

岸幹線道路のセグメントは国内の消費活動にとって重要

だが，国際貿易にとっては重要ではない．貿易にとって

は，モロゴロ州東部の T3 道路の方が優先度が高い．こ

の道路セグメントはダルエスサラームの港とコンゴ民主

共和国やザンビアなど内陸の国 と々の間の大量の貨物の

流れを可能にしているからだ．

インフラ途絶を防ぐことが不可能または金銭的に無

理な場合，企業にはインフラ途絶に対する自身の強靱

性を独自に向上させる様々なオプションがある．例えば，

在庫が多ければ，交通網途絶の問題を防ぐことができる．

発電機やバッテリーを備えることで，短時間の停電には

備えることができる．地元と遠方の両方に多様なサプラ

イヤーを確保することは，特に長期にわたる途絶に対し

て強力なセーフガードとなる．ただし，大量の在庫を保

有し複数のサプライヤーを管理することの取引費用は非

常に高く，企業にとって財政的な負担となるため，これ

らは大企業に最も適した対策である．また，弾力的でな

いサプライチェーンにおいては大規模な災害やこれに伴

う供給途絶に対処することが不可能なため，適応性が非

常に重要であり，これを事業継続計画に組み込むべきで

ある（Christopher and Peck 2004; Sheffi 2005）．

インフラの強靱性向上には一貫性のある戦略
が必要である

多くの国において，インフラの途絶は慢性的な問題

の現れである．停電が毎日発生し，水の供給は信頼性

に欠け，安全ではなく，渋滞は移動時間を増やし，しか

も予測不可能なものにしている．多くの場合，これらの

供給途絶が起きる原因は，単にインフラシステムが増え

続ける需要に対応し続けられるよう設計されていない，

または不十分な設備管理もしくは保守の結果としてシス

テム障害が発生するためである．自然災害がこれらの問

題を悪化させているかもしれないが，これら供給途絶の

大部分はインフラの設計および管理に関連するより根本

的な問題を反映している．つまり，インフラシステムを

強靱にする最初のステップは，適切なインフラの設計，

運用，保守および資金調達を通じて，通常の状態でシス

テムを信頼できるものにすることである．

提言1：基本的事項を正しく実施する
最近の世界各国の分析によると，インフラシステム

が十分に機能を果たさない原因の多くは，管理および

ガバナンスの不足である（Kornejew, Rentschler, and 

Hallegatte 2019）．世界銀行の物流パフォーマンス指標

を利用して，交通システムのパフォーマンスが道路に対

する公共支出にどのように関係しているかを図 0.10 に示

した．それによると，ガバナンスの質が同時に向上する

場合のみ，交通システムのパフォーマンスは 1 人当たり

の支出の増加に伴い急速に向上する（紺色の線）．ガバ

ナンスの質に変化がない場合（水色の線），支出の増加

に伴う交通システムのパフォーマンスの向上はわずかで

あり，費用対効果は低い．電力システムと水道システム

についても，同様の分析により同様の結果が得られた．

したがって，インフラシステムのガバナンスが不十分

な場合，これが取り組むべき最初の障壁となる．インフ

ラを自然災害に対して強靱にしたいのであれば，各国は

まず，以下の 3 つの優先行動により，インフラ管理の基

本を正しく実行する必要がある．

図0.10		ガバナンスが改善される場合のみ，支出の増加とともに	
交通システムの信頼性が向上

出所：Kornejew, Rentschler, and Hallegatte 2019

国民1人当たりの道路に対する年間公共支出（2009年恒常米ドル）
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行動1.1：規制，建築条例，調達ルールを導入，執行
する

適切に設計された規制，条例および調達ルールは，

信頼性と強靱性を含めたインフラサービスの質を向上さ

せる最も簡単な方法である．これをインフラセクターに

おいて効果的に執行するためには，頑健な法的枠組み

だけでなく，インフラの設置，サービスの質，成果を監

視して，サービス提供者にその成果に対して報酬や罰

則を与えるための強力な規制機関が必要である．現在，

規制機関の多くが既存の建築法規を執行するリソースと

能力を欠いている．

行動1.2：インフラの適切な運用，保守，災害後対応
のためのシステムを構築する

保守および運用の改善は，全体的な費用を削減しな

がらインフラ設備の強靱性を高めるための，絶対に後

悔しない（将来何が起ころうとも便益を生み出す）方法

である．本報告書のために実施された経済協力開発機

構（OECD）加盟国に対する分析によると，道路保守に

1 ドルを追加するごとに，1.5 ドルの新規投資が節約で

きるため，保守は非常に費用対効果の高い選択肢であ

る（Kornejew, Rentschler, and Hallegatte 2019）． この

目的のための重要なツールは，すべてのインフラ設備と

その現状をリスト化した上で，それら設備のライフサイ

クル全体にわたる管理の戦略的，財務的および技術的

問題点のすべてを網羅したインフラ設備管理システムで

ある．こうしたツールは，エビデンスに基づいて予防的

に保守管理を行うための工程を確立し，問題が起こるた

びにその場しのぎで対処する手法から脱却する上で役立

つ．

行動1.3：インフラの計画，建設，保守に適切な資金
と融資を提供する

インフラサービスの質は，良好な計画から良好な保

守に至るまで多くの要因に左右されるが，それぞれに費

用がかかる（図 0.11）．これらの要因のいずれかで，ニー

ズを満たすためのリソースが十分でない場合，インフラ

サービスの質が損なわれる可能性がある．インフラ建設

のための投資支出が十分であっても，インフラ設備の計

画，設計または保守のためのリソースが十分でない場

合には，その質と信頼性の低下を招く．したがって，さ

まざまに異ったニーズを満たすために十分なリソースを

利用できるように，それぞれのニーズ，特に保守に対し

て専用の資金と予算を割り当てることもありうる．

これら 3 つの基本的な対策を実施することにより，イ

ンフラシステムの信頼性を高め，自然災害や気候変動に

対処するための基本的な能力を確立することができるだ

ろう．ただし，それだけでは強靱性に関するより高い目

的を達成するためには十分ではない．強靱性強化に向

けた的を絞った行動なしには，インフラ設備はハリケー

ン，河川洪水，地震などの比較的発生頻度の低い災害

に耐えることができない．また，気候変動に対する特別

な行動がなければ，これらの設備は誤った気候や環境

条件に合わせて設計されるリスクを抱えてしまうことにな

る．したがって，増大する自然災害のリスクに対して強

靱性を構築するためには，強靱性の課題特有のさらな

る 4 つの障壁に取り組む必要がある．

図0.11　質の高いインフラには多様な資金ニーズへの備えが不可欠

情に棹さ

規制当局および政府にとっての
コスト

• 基本計画策定，規制設計，施行

•  データ・モデル開発，調査，研修
    および教育

インフラサービス提供者
（公的なまたは民間）
にとってのライフサイクル費用
•  プロジェクトの設計・準備

•  初期投資の費用  

•  廃棄  

•  運営，維持および修理の費用

   

インフラ
費用
全体
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提言2：強靱性のための制度を構築する
政治経済の課題と調整の失敗は，強靱なインフラエ

コシステムの構築を妨げる．このため政府は，特に以下

の 3 つの優先行動によって，調整の役割を果たす必要

がある（OECD 2019）．

行動2.1：既存の規制制度を基盤としながら，政府
が一体となってインフラの強靱性に対する取り組
みを実施する	

アナリストらは，必要不可欠なインフラの強靱性を確

保するために政府が重要な役割を果たし，政府全体によ

る取り組みを実施すべきであるとしている（Renn 2008; 

Wiener and Rogers 2002; 世界銀行 2013）．リスク全体

およびシステム全体のリスク管理の調整を向上させるた

めの普遍的な解決策は，情報交換，調整，および場合

によってはインフラのリスク管理対策の実施を担当する

省庁横断的な既存の（または新規の）機関を置くことで

ある．

行動2.2：重要なインフラを特定し，許容できるリス
クレベルと許容できないリスクレベルを定義する

最も重要なインフラ設備とその脆弱性を特定する上

で，重要度の分析は有効な方法である．政府は重要な

インフラ設備およびシステムを特定した後，許容できる

リスクレベルと許容できないリスクレベルを決める必要

がある．各インフラセクターがこのリスクレベルを利用

して独自の規制と対策を設計すれば，システム間の整合

性を確保することができる．なお，これらのリスクレベ

ルを決めるためには，現地の状況，特に利用可能なリ

ソースを考慮する必要があり，またリスク管理が開発の

障壁とならないようにするため，オープンな参加型のア

プローチが求められる．

行動2.3：強靱なインフラへの公平なアクセスを確
保する

強靱性に関する決定は，経済面を考慮するだけでは

進められない．インフラの強靱性向上は，インフラ途絶

の潜在的なリスクと影響に関するより詳細な評価，特に

脆弱で社会的に弱い立場にあるグループに対する評価

に基づくべきである．新しく開発された手法により，空

間的な優先順位に対するより包括的な評価が可能であ

る．例えば，厚生の損失または社会経済的強靱性を推計

することで，自然災害の貧困世帯および富裕世帯への

影響について，バランスの取れた評価を提供すること

ができる（Hallegatte et al. 2016; Walsh and Hallegatte 

2019）．

提言3：規制やインセンティブに強靱性を組
み入れる

より強靱なインフラに対する 3 つ目の障壁は，公的

および民間の意思決定者がインフラ途絶を避けるため

のインセンティブをほとんど持たない傾向にあることで

ある．多くの場合，強靱性への投資を決定する際には，

修理費用の低減のみが考慮され，インフラの途絶による

社会的コスト全体が考慮されることはめったにない．こ

のため政府は，インフラサービス提供者の利益と公共の

利益とを一致させるために，以下の 3 つの優先行動によ

り，整合性のとれた一連の規制と金銭的インセンティブ

に強靱性を組み入れる必要がある（図 0.12）．

行動3.1：マスタープラン，規格，規制において強靱
性に関する目標を設定し，気候変動を考慮して定
期的に調整する

規格および規制は，気候条件，地球物理学的災害，

環境および社会経済の動向，地域の建築事業の手法，

政策の優先順位など，さまざまな問題を考慮する必要が

ある．また，気候変動やその他の長期的な傾向を考慮

するために，現在よりも定期的に見直しを行う必要があ

る（Vallejo and Mullan 2017）．さらに，政府は規制を

利用して，インフラサービスの提供者だけでなく，特定

の利用者の強靱性を強化することもできる．例えば，病

院に対し予備の発電機と貯水タンクの設置を求めること

が可能である．企業に対しては，災害およびインフラの

途絶に伴う経済コストを最小限に抑えるために，事業継

続計画の作成を要求することができる．

行動3.2：強靱なインフラサービスを促進するため
に，サービス提供者向けの金銭的インセンティブ
を創出する

サービス提供者が強靱性を向上するため，義務づけ

られた最低基準を超えて費用対効果の高い解決策を実

施するためのインセンティブとして，報酬や罰則を利用

することができる（Pardina and Schiro 2018）．例えば，

オーストラリア・エネルギー規制局はサービス目標達成
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インセンティブ制度を設立した．これには，消費者のサー

ビス改善に対する支払い意思に応じた罰則および報酬

が含まれている．もう 1 つの事例は生態系サービスへの

支払い制度で，これは強靱性向上に向けて自然環境を

活用した解決策を促進するものである．例えばブラジル

では，水の利用者が地域の水道会社に手数料を支払い，

それを地域の流域委員会が流域の保守と森林再生に使

用している（Browder et al. 2019）．

行動3.3：インフラ規制と様々なリスクに配慮した土
地利用計画との整合性を確保し，開発地域を安全
な地域に誘導する

インフラ投資は地域開発のパターンに影響を及ぼす

ため，人々がそのように自然災害の危険にさらされるか

に影響しうる．新規インフラが利用者の強靱性向上に役

立つよう，様々なリスクに配慮した土地利用計画および

都市化計画とインフラ規制を整合的なものにすべきであ

る．また，インフラの設置地域を選定する場合には，新

規インフラ設備が引き付ける潜在的な投資や強靱性へ

の影響を考慮する必要がある．さらに，インフラの設置

地域の選択を，土地利用計画の実施を支援し，リスクの

低い地域開発を促進するために利用することも可能であ

る．

提言4：よりよい意思決定を行う
インフラサービスの規制当局と提供者は，より強靱

なインフラシステム構築に向けた適切なインセンティブ

を有している場合でも，データやツールへのアクセス，

および正しい決断を下すために必要なスキルや能力が

不足していることが多い．このため政府は，次の 3 つの

図0.12　インフラサービス提供者に適切なインセンティブを提供するためには，整合性のとれた規制と
金銭的インセンティブが必要

耐えられないリスク：インフラは頻繁に起こる危機的事象に
耐えられるべき

最低基準

危険度

重大で稀な事象

プロジェクト
独自の設計

不可抗力

小規模で頻繁な
危険

インフラサービスは
このレベル以下で途絶
されるべきでない．
サービス提供者がリスクを
負う

政府がリスクを負う

サービス提供者が最低
でもリスクの一部を負う
（保険が必要である
可能性）

1  2  3  4 
建築法規や調達ルール
において最低基準を
設定することで，
「耐えられない」リス
クレベルを政府または
規制当局が決定・施行

耐えられるリスク
（「不可抗力」事象）
の「許容可能な」
レベルを，政府または
規制当局が決定

サービス提供者の利益
と公的な利益を合致さ
せるために，政府また
は規制当局が社会的
費用に基づいた罰則・
報酬によるインセンテ
ィブを追加

開発者が最低基準を
上回るプロジェクト
を設計

許容可能なリスク：稀にしか発生しない事象において，
インフラ設備は，緊急時対応計画による管理が必要な程度
に損傷を受け，途絶すると考えられる
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優先行動により，すべての関係者がよりよい意思決定を

行えるよう支援する必要がある．

行動4.1：自由にアクセスできる自然災害および気
候変動データに投資する

リスクのデータおよびモデル（水文モデル，洪水災

害予測地図，数値標高モデル，インフラ設備のリストな

ど）への投資はインフラ設備の設計と保守を改善する

ため，非常に高い利益を生む．低・中所得国のすべて

の都市部の数値標高モデルを作成した場合には合計で

5,000 万～ 4 億ドルの費用がかかるが，それによってす

べての新規インフラ設備に対する詳細なリスク評価が可

能となり，年間数千億件の投資案件に情報を提供できる．

ただし，こうしたデータには公共財としての特性がある

ために民間事業者による投資は活発ではなく，公的支

援が必要である．また，こういったリスクおよびインフラ

のデータを有効に活用するためには，インフラサービス

の提供者と利用者が（手頃な料金で）アクセスできるよ

うにする必要がある．プライバシーとセキュリティの問題

からアクセスを制限する必要があるかもしれないが，ま

ずは災害およびインフラに関するデータに自由にアクセ

スできるようにし，機密性が高いことが立証されたデー

タに対してはアクセスを制限するといったプロセスをとる

ことが望ましい． 

行動4.2：頑健な決断を下し，失敗や壊滅的な障害
の可能性を最小限に抑える

不確実性が大きいと，「最適な」システムまたは設

備を設計することが不可能となることが多い．代替案

は，たとえある特定のケースでは最適でない可能性があ

るとしても，幅広い将来シナリオや優先基準，世界観の

下でも良好な結果をもたらす頑健な設計を目指すことで

ある．意思決定者は，（非常に可能性が低いものも含め

て）さまざまな危険や脅威に対して考えうる選択肢を系

統だったストレステストにかけることで，頑健な戦略を特

定し，残存する脆弱性は受け入れて対処することができ

る．これらのストレステストは，発生確率が低い甚大な

災害に対する強靱性を構築して壊滅的な障害を防ぐため

の低コストの方法を把握する上で役立つ．また，サービ

ス提供者の緊急時対応計画および利用者の事業継続計

画の策定にも役立つ．

行動4.3：データとモデルを利用するために必要な
スキルを構築し，民間セクターのノウハウを活用
する

インフラの強靱性向上を目指すすべての人々がイン

フラのリスクに関するデータとモデルを利用可能な場合

でも，これらを適切に利用するためには特別なスキルが

必要であり，こうしたスキルを常に利用できるわけでは

ない．大学や研究センターが研修を行い，新たな手法

を開発し（または既存の手法を各地域の状況に適応さ

せ），政策立案者や意思決定者に助言できるよう支援す

る必要がある．公共セクターにおける専門知識が不十分

な場合には，直接雇用または官民パートナーシップを通

じて民間セクターを取り込むことが解決策となりうる．

提言5：資金を供給する
5 番目の障壁は，費用負担能力と資金調達上の制約

に関連している．強靱性を高めると，政府や規制当局

が負担する費用またはインフラ提供者が負担する費用な

ど，インフラのライフサイクルを通じてさまざまな費用

が増加しうる（図 0.11）．

場合によっては，強靱性の向上によって設備または

システムのライフサイクルを通じた費用総額が増加し，

費用負担が可能かどうかという問題につながる可能性があ

る．解決策としては，財源の増加（増税，利用者からの

手数料徴収，または資金移転による資金調達），または

インフラサービスの強靱性と量のトレードオフ（例えば，

道路の量を減らして安全性を高める）などが挙げられる．

ただし多くの場合，インフラの強靱性を向上させること

で，設計，建設または保守の費用に限っては増加するが，

修理などの他の費用は減少するため，ライフサイクルを

通じた費用総額はむしろ減少する．その場合の課題は資

金をどのように調達するかであり，すなわちどのように年

間歳入または予算をインフラプロジェクトのライフサイク

ルの各段階で必要なリソースに配分するかである．これ

らの課題に対しては，次の 3 つの優先行動を提言する．

行動5.1：マスタープランおよび初期のプロジェク
ト設計にリスク評価を含めるために十分な資金を
提供する

毎年インフラに数千億ドルが投資されているにもか

かわらず，インフラセクターの規制，様々なリスクを考

慮したマスタープラン，インフラのリスク評価またはプ
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ロジェクト設計の初期段階にリソースを動員することは

依然として困難なままである．インフラプロジェクトが成

熟するとより多くのリソースが利用可能となる傾向がある

が，この段階では既にほとんどの戦略的決定が下されて

おり，強靱性を高めるための最も費用がかからない方

法はもはや採用できない（設備の位置やプロジェクトの

特性そのものの変更など）．しかし，こうした活動に対す

る支援および資金提供は非常に費用対効果が高く，特

に貧困国においては変革をもたらす可能性があるため

に，国際支援および国際協力の優先事項にもなっている

（世界銀行 2018）．例えば防災グローバル ･ ファシリティ

（GFDRR），グローバル・インフラストラクチャー・ファ

シリティ（GIF）といった専門組織やプロジェクトの準備

を行う機関が既にこれらの分野において積極的に活動し

ているが，ニーズの大きさに比べるとまだ小規模である．

行動5.2：政府が一体となって財政保全戦略と緊急
時対応計画を策定する

通常，政府は災害直後の時期に災害対応および復

旧対策のために多額の資金を調達することが求められ

る．資金調達の手段としては，積立金，予算の再配分，

条件付き信用供与，または保険やリスク移転などが挙

げられる．どのような調達手段を選択するかは，カバー

されるリスクの範囲，費用，支払い速度，およびその

手段の透明性や予測可能性によって決まる（Clarke and 

Dercon 2016; 世界銀行 2017）．しかし，災害発生後は

金融リソースが利用できるだけでは不十分である．災害

の直接な影響を受けていない場合を含めて，インフラ途

絶の影響を受けた企業や世帯などに対して，必要に応じ

てリソースを効果的かつ迅速に配分する能力も同様に重

要である．したがって，資金調達手段を緊急時対応計画

や柔軟な配分メカニズムと組み合わせて策定する必要が

ある．もし可能であれば，社会保障制度などの既存の手

段を基盤とすべきである．

行動5.3：投資家および意思決定者に情報を提供す
るために透明性を高める

強靱なインフラ構築プロジェクトが十分な資金を確保

する方法の 1 つは，プロジェクトに関連するリスクにつ

いて投資家や意思決定者に情報を提供することである．

複数の国際的，地域的および国内のイニシアチブが，イ

ンフラ投資および設備に関連する物理的なリスクの透明

性を高めようと努めている．例えば，気候関連財務情報

開示タスクフォースの取り組みでは，企業および投資家

に物理的リスクとその管理方法について報告するよう提

言している．世界銀行グループはこの流れを後押しする

ために，投資家に各自のインフラ投資の強靱性に関する

情報を提供し，最も強靱性の高いプロジェクトを選択で

きるようにする強靱性評価システムの開発に取り組んで

いる．

要約すると，上述の 5 つの提言および 15 の行動（表

0.3）が示すとおり，インフラシステムの強靱性を確保す

るための単一かつ万能な対策はない．代わりに，政府

はインフラシステムの強靱性向上に対する数多くの障壁

に取り組むために，公益事業者，投資家，企業団体，

市民団体などあらゆる関係者と協力し，整合性のとれた

戦略を策定，実施する必要がある．なお，上述した提

言に共通する 1 つの特徴は，インフラシステム開発の初

期段階，つまり規制の設計，災害データおよびマスター

プランの作成，または新規インフラ設備設計の初期段階

に重点を置いていることである．こうした初期段階では，

小規模な投資によってインフラシステム全体の強靱性を

大幅に向上させ，非常に大きな便益を生み出せる可能

性がある．ただし貧困国では，これらの行動に投資す

るための資金の動員が難しい場合があるため，国際社

会からターゲットを絞った支援を行い，変革をもたらし，

高い費用対効果を達成する必要がある．

なお，これらの提言はインフラの強靱性向上を目的

としているが，その大部分は，インフラの強靱性を低下

させるだけでなく，効率性および包摂性をも低下させ，

費用を増大させる市場および政府の失敗を防ごうとする

ものである．したがって，結果としてこれらの行動の実

施は，インフラの強靱性向上に資するのみならず，より

生産的で住みやすい包摂的な社会の創出にも役立つ．
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表 0.3　強靱なインフラの 5つの障壁に対する5つの提言	

提言 行動

1：基本的事項を正しく実施 1.1：規制，建築規定および調達ルールを導入・執行
1.2：適切なインフラの運営・保守・災害後対応のためのシステムを構築
1.3：インフラの計画・建設・保守に対して適切に財政支援と資金提供を行う

2：強靱性のための制度を構築 2.1：既存の規制制度を活用して，強靱なインフラに対して政府一体となった手法を導入
2.2：重要なインフラを特定し，許容可能なおよび許容不可能なリスクレベルを定義
2.3：強靱なインフラに対する公平なアクセスを確保

3：強靱なインフラに対して規制およびイ
ンセンティブを設定

3.1：基本計画，規格および規制において強靱化の目標を検討し，気候変動に対応する
ために定期的に調整
3.2：サービス提供者が強靱なインフラ設備・サービスを提供するように，経済的なイン
センティブを設定
3.3：インフラに対する規制とリスクを考慮した土地利用計画との整合的を確保し，開
発地域をより安全な地域に誘導

4：意思決定の改善 4.1：自由にアクセスできる自然災害および気候変動のデータ構築に投資
4.2：頑健な決定を行い，後悔および破滅的な失敗の可能性を極力減らす
4.3：データ・モデルの利用に必要なスキルを構築し，民間セクターのノウハウを活用

5：資金調達 5.1：適切に資金提供し，基本計画および初期段階のプロジェクト設計においてリスク
評価を実施
5.2：政府が一体となって財政保全戦略および緊急時対応計画を策定
5.3：投資家および意思決定者に対して情報を提供するため，透明性を高める

注記
1. 本報告書においては特に指示のない限り，ドルを単

位とする金額はすべて米ドルである．

2. 本データセットは，低・中所得国の GDP の 80% ま

たは世界の GDP の 32% を占める 137 カ国を対象と

している．データの制約により，対象とする国の範囲

は分析によって異なる．詳細については第 2 章およ

び Rentschler, Kornejew, et al.（2019）を参照．

3. 本段落にまとめられている推定値は低・中所得国

137 カ国を対象としているが，データの制約により対

象とする国の範囲はインフラセクターによって異な

る． 詳 細 に つ い ては 第 3 章 および Obolensky et 

al.（2019）を参照．
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強靱なインフラ構築がもたらす機会（仮訳）

ライフライン
強靱なインフラ構築がもたらす機会（仮訳）

インフラサービスは，最も基本的なニーズを充足することから，貿易や技術に関わる
非常に野心的な事業を可能にすることにいたるまで，私たちの厚生と開発を支えてい
る．信頼性の高い上水，下水，エネルギー，交通および電気通信は，人々の生活の質を
向上させ，維持するために不可欠であると普遍的に考えられている．

しかし，特に低・中所得国では，数百万人が信頼性の低い電力網，不十分な上下水道，
および混雑した交通網による影響を受けている．洪水，嵐から地震，地滑りにいたるま
で，自然災害はこうした脆弱なシステムが直面している問題をさらに拡大する．

本報告書「ライフライン：強靱なインフラ構築がもたらす機会（仮訳）」では，自然災害
の間およびその後に機能し，利用者のニーズに応えるために必要とされるインフラの
強靭性を理解するための枠組みが示されている．また，インフラの強靱化について経
済的な事例が紹介されている．

本報告書では，広範な事例研究，世界規模の実証分析，およびモデルによる試算に基
づいて，自然災害がインフラに及ぼす影響が試算されている．修理費用のみならず，家
庭からサプライチェーンにいたるまでの利用者への影響も対象となっている．また，イ
ンフラの設備，システム，利用者が自然災害に対してより強靭で，より適切に対応でき
るようにするための利用可能な選択肢を検証している．これらの選択肢の費用と便益
を評価することで，特に低・中所得国でのインフラの強靱性向上に対する投資の経済
的価値が示されている．

本報告書では，インフラの強靱性向上にとっての5つの障壁を特定し，基礎的なシステ
ムとサービスの質と適切性を改善することで，社会の強靭性が向上し，さらに繁栄さ
せるために，政府，関係者および国際社会が実践可能な具体的な提言と行動が提示
されている．
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